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連結子会社からの事業譲受ならびに 

当該子会社の解散に関するお知らせ 

 

東京計器株式会社は、本日開催の取締役会において、当社 100％出資子会社である東京計器

コンストラクションシステム株式会社（以下、「TOC」といいます。／取締役社長：越智達

之）の事業の全部を当社に譲受することを決定しましたのでお知らせします。事業譲受の

期日は平成 22 年 9 月 30 日を予定しております。当社としましては、TOC の土木建設市場や

地震計市場における営業、技術、サービス体制を当社の電子事業部（以下、「電子事業部」

といいます。）に統合し、慣性センサーの品揃えを充実させ、民需市場の開拓を加速してい

きます。 

記 

１：事業譲受の目的 

TOC は、各種センサーを応用した道路工事用機器及び建設工事用機器の製造販売を行う

当社の子会社であります。電子事業部は防衛市場で培った高度なセンサー技術や通信技

術を保有しており、その技術を活かした民需市場開拓を推し進めております。 

今般、当社グループの事業再編の一環として、TOC の事業の全部を電子事業部に移管し、

意思決定の迅速化、経営の効率化を図ると共に、マーケットインに徹した体制を構築し

ていくことと致しました。これにより、当社グループは、TOC のお客様にさらにご満足

いただける商品をご提供していくと共に、電子事業部の民需比率拡大を加速し、グルー

プ全体の企業価値向上に繋げてまいります。 

 

２：日程 

平成 22 年 8 月 9 日  取締役会決議 

 平成 22 年 8 月 10 日  事業譲渡契約締結 

  平成 22 年 9 月 30 日   事業譲受日 

  平成 22 年 9 月 30 日  TOC 解散 



３：当事会社の概要（平成 22 年 3 月 31 日現在） 

 

（１）商号 

 

東京計器株式会社 

 

東京計器コンストラクショ

ンシステム株式会社 

 

（２）本店所在地 東京都大田区南蒲田 2-16-46 東京都大田区南蒲田 2-16-46

（３）代表者の役職・氏名 

 

取締役社長 

脇 憲一 

取締役社長 

越智 達之 

（４）事業内容 船舶港湾機器、油空圧機器、流

体機器、防衛通信機器等の製

造・販売及び修理 

計測機器、自動制御機器等の

製造及び販売 

（５）設立年月日 昭和 23(1948)年 12 月 21 日 平成 8(1996)年 8 月 8 日 

（６）資本金 7,218 百万円 30 百万円 

（７）発行済み株式数 85,382,196 株 1,100 株 

（８）決算期 3 月末 3 月末 

（９）大株主及び持株比率 

平成 22 年 3 月 31 日現在 

 

 

日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託銀行㈱7.20%

㈱三井住友銀行           4.96%

東京計器協力会          3.94%

京阪神興業 ㈱            3.52%

東京計器㈱  100% 

（10）直前事業年度の財政状態及び経営成績 

純資産 16,709 百万円 8 百万円 

総資産 42,272 百万円    320 百万円 

１株当たり純資産      196.03 円 6,951.80 円 

売上高 33,882 百万円    512 百万円 

営業利益 △122 百万円     14 百万円 

経常利益 378 百万円 12 百万円 

当期純利益          226 百万円 7 百万円 

１株当たりの当期純利益 2.65 円 6,237.93 円 

  

４：今後の見通し 

本件は、当社の 100％出資の連結子会社からの事業の全部の譲受であるため、平成 23

年 3 月期の連結業績に及ぼす影響は軽微の見込みですが、今後、電子事業部において、

マーケットインに徹した販売体制を早急に構築し、更なる売上の増加に繋げていく予定

です。 

以上 


